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-課 題と方法-』

佐々木 享(名 古屋大学)

I本書は,わ が国 「国民 の大半 を占める労働者の教育 の

一形態」(430頁)た る職業訓練
,と くにその カ リキ ュラ

ムの基準 に関す る10数 年来の著者の研究 を集大成 したも

のである。わが 国職業 訓練につ いては これまで も若干の

研 究が知 られ ているが,そ の具体的実施形態 とくに カ リ

キ ュラムにまで立 ち入 った研究は極度に少ない.生 涯教

育,生 涯学習が叫ばれ,職業訓 練のあ り方が改 め て問わ

れ ている今 日,そ の施策 とカ リキ ュラ ムの実 際を史 的に

綿密 に分析 し、職業訓 研究の今 日的課題 に応 えよ うと

す る本書がま とめ られた ことを喜ぶ ものである.

II本書は,序 説 のほか,そ れ ぞれ数章か らなる以下の 三

部で構成 され ている.

第一部 戦前 の職業訓練 カ リキュラム

第二部 戦 後職業訓練の カ リキュラム基準

第三部 職業訓練 カ リキ ュラムの改造

序説 では,理 論的(思 想的)研 究,歴 史的研 究,実 験

的研究 とい う教育学におけ る教育方法研 究の区分にそ く

してい えば,職 業訓 方法に関す る従来 の研究は実験 的

研究が多数 を占め,実 験 的研究の課題達成 に不可欠の 歴

史的研 究は制度史研究 に著 しく傾斜 しているな どの反省

の上 に,「 受講者 の視座か ら,職 業訓練 カ リキ ュラムの

変遷 を解 明す るこ とによ り,職 業訓練 カリキ ュラムの在

り方 を検討す る」 という方法意識が しめ されている.

第一部では,戦 前 日本の職業訓練の史 的発展過程 を成

立 期(1937以 前),展 開 期(1938～1941),崩 壊 期

(1941～ 敗戦)に 区分 して,職 業 訓練 カ リキ ュラ ムの形

成 ・発展 を軸 として分析 している.こ こでは,い くつ か

の重要 な知見が しめ されている.わ が園企業 内職訓 を飛

躍的 に発展 させた工場事業場技能者養成令 に結実する政

策形成過程において,1931年 に発足 したEl本 工業協会の

果 した役割 を明 らかにしていることもそれ であ る.同 協

会が技能者養成に関 して実施 した調査 ,研 究,啓 蒙及 び

政策提言は,業 界,行 政 当局の見習工養成の重要性 への

注 目を喚起 し,同 勅令 によ る訓練形成の内実形成 に決定

的に重 要な役割 を果た した とされ る.評 者は,こ の 指摘

を肯定 するが,同 協会は 「我が国の企業内教育の生 みの

親 と云 って も過言ではない」 とい う規定(113頁)は ,

正確 さを欠 くよ うに思 う,

成立期の公共職訓 につ いて も,カ リキュラム等の分析

を通 して,求 職者対象の公共職業訓練施策が公共職 訓の

OJT方 式(54頁)と もい うべ き 「授産 ・輔導 施設」

Off JTの 制度化(61頁)と もいうべ き 「技術講習施設」

,労 働作業の制度化 と精神訓練 を統合 した(68頁)「 精

神訓練 施設」 に区分す るとい う新 しい分析 視角を提示 し

てい る.ま た,頻 繁な名称 ・組織の変更のた め継承関 係

に不分明な点が多かった1930年 代の公共職訓の各種施設

について,た とえば1940代 の機械工養成所 と機械 工訓

育所 とは 同一施設であるとす るな ど,そ の系譜 を緻 密な

実証 によ って解 明し,そ れによって,と もに清 家正 の強

い影響下にで きた東京府機械工養成所および東京府立機

械工養成所を起点 として形成 ・発展した公共職訓 カリキュ

ラムの一系統の特色 を見事に分析 している.ま た,高 小

卒一か年 とい う公私立の機械工養成所の養成 システ ムに

関 して,こ れは 当時の政策 においては機械工養成の 「恒

久的」施策 としてではな く 「応急処理」 として位置 づけ

られて出発 した ものだったとす るな ど,従 来の熟練工論

争研究に新知見 をくわえ,ま た この短期養成方式が旧来

の徒弟制 ・学校制度のいずれ で もな い新た なOff JT

方式を定着 させた こと,職 種に こだわ らずに専門学科 の

共通性 を重視す るとい う特色あ るカ リキュラムをもって

いたこと,な どを明 らか にしてい る.

第一部ではまた,と か く看過 されが ちな職業訓 練 指導

員養成問題 をと りあげ,戦 前のそれは企業内の職長 クラ

スをあて る職長的指導員 と,中 卒者 に熟練工の素地 を与

えて公共職訓の指導員 とする専門職的指導員に大別 で き

るとし,前 者のた めの幹部機械工養成所,後 者の ための

(官立)機 械二1二養成所の養成 システ ムを分析 してい る.

たんなる検定制度 を通 してではな く,養 成制度 を樹立し,

指導員 としての公証制度 を確立 した ことは職訓指導員養

成史上高 く評価で きる とされ てい る.
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第二部では,戦 後 日本の(法 定)職 業訓練におけ るカ

リキ ュラム基準の変遷が詳細 に分析 されてい る.著 者 の

いうカ リキ ュラム基準 とは,今日 の用語でい えば職業能

力開発促進法施行規則中の訓練課程,訓 練科,訓 練期間,

訓練時間及 び教科の科 目である.そ の分析視角は政 策,

学校(訓 練校),教 師(指 導員),生 徒(訓 練 生〉 のそれ

ぞれの レベル に層化 して考察 で きるとされ るが,こ こで

は著者は 「政策 レベル」で分析す るとしている.

周知のよ うに,職 業訓練 の分野 では頻繁に法改正 が繰

返 され てきた。施行規則改正の頻度はそれを上 まわ る,

したが って カ リキ ュラム基年の改正 も,学 校教育 の分野

での学習指導要領改正の頻度 をは るかに上まわる、著者

はその複雑な改訂 をふ くむ職訓 カ リキ ュラム基準 の変遷

史 を,訓 練生の保護 ・権利保障 を第一義 とした再発 足期

(敗戦～1950),生 産 活動が活発化す る下で公共,事 業 内

とも技能者養成 を重視 した確立期(1950～1975),オ イ

ル シ ョック以降新 しい職訓理念 を追求 している再編成期

(1975～)に区 分 して,詳 細 に論 じて いる.こ うしてわ

れわれは,訓 練 課程 の変更 をふ くむ複雑 に変遷 した職 訓

カ リキ ュラム基準 の歴史 を初めて鳥瞰 で きることにな っ

た,

ここではた とえば,高 校でい えば機械科 ・電気科 な ど

職業 教育の小学科 に相 当す る訓練 科の種類(の 分化)も

詳細 に分析 され,59年 改正で著 しく分化 した ものが69年

改正 で再 び統合 され るが,そ の後は訓練科の改廃では な

く,む しろ専門 コー ス制や科 目選択制の導入及び基準性

の柔軟性 な どによ る基準の弾力的運用によ って現実の変

化 に対応 していることが明 らかに され てい る,

この部 で最 も注目 され る点の一つは,普 通学科,専 門

学科 あるいは専門関連学科,基 本実技及び応用実技 な ど

の著者のい う 「教科枠組 み」=訓 練 内容の 編成 の仕方

(297頁)の 各期の変遷の分析 を通 して,職業訓 練 の内容

編成方式のい くつかの型を抽 出していることである.社

会,体 育,関 連学 科,実 技 で組み立て られ る技 能者 養成

型には,実 技科 目を並列 して組立て る織物 工型,専 門学

科のなかに実習 を含めて並列 させ る裁縫 型,実 技を基本,

応 用,総 合に区分す る溶接工型があ り,59年 改正以後は,

学科,実 技 をそれ ぞれ普通学科,専 門学科及 び基本実技,

応用実技 に区分す る職業訓練型に統一 された とす るな ど

が それ である.69年 改正以後には,こ の職業訓 練 型 か ら

普通学科 を削除 した能開訓練 型が 登場す る,学 科実技 一

体 を特徴 とす るモ ジュール訓練は,モ ジュー ル型 と され

る.そ れに して も,こ れ らの型 を分析 した結 論 が,「戦

後のあ らゆ る職 業訓練 の教 科枠 組構 成の 基本理念 は,

実技 を中核 とした カ リキ ュラム構造であ る」(304頁1と

い うのはやや平凡に過 ぎるよ うに思われ る.

なお,69年 職訓法が公共 職訓 と事業内職訓の区 分 を撤

廃 した ことはよ く知 られてい るが,著 者は,こ れ によ っ

て両者の養成訓練の カ リキ ュラ ム基準 も一体化 され たに

もかかわ らず,公 共職訓 の基準 は事業 内職訓 の基準 の よ

うには弾力化 されなかった と指摘 している.公 共職 訓 と

事業内職訓の区 分撤廃 とい う政策 の矛 盾をカ リキュラム

基準の面か ら鋭 くついているわけである.

著者は この第二部 をか な り重視 している如 くであるが,

評者には若干 の疑点 もある.そ の一つは,こ こにお け る

カ リキ ュラ ム基準 の分析が 「政策 レベ ル」の ものだ とさ

れている点に 関連 してい る,た しかに施行規則や通牒 等

は「政策」 の結果 に違いないが,政 策 レベル とい うな ら

不 可欠 と思 われ る政治方針,そ の基底にあ る政治 ・経 済

晴勢 につ いての判断 との関連について,著 者はほ とん ど

言 及 していない.そ の意 味では本 書の分析は行政 レベ ル

のそれ に近 く,政 策 レベルの研 究は,い くつかの審 議 会

答 申への言 及があ るとはいえ,基 本 的には残 され たの で

は なか ろうか.第 二は,本 書 が施行規則 レベルの文 書 を

主要 な分析対 象 としてい るこ とに関連 している.こ の手

法は本書 を成功 させた-因 であ り重要 なことではあるが,

た とえば訓練科(の 種類)一 つ をとっても,そ れ らが実

際 にどれだけ存在 しているのか という現実 との関連 を欠

い ては,著 し く説得 性 を欠 くの では な い か と思 わ れ

る.第 一部や第三部補章 で とりあげ られた障害 者訓練 に

おいては現実の諸施設の基準が分析 されてい るだけ に,

この弱点は 目立つ ように思われ る.第 三に,カ リキ ュラ

ム基準を分析 する手法が ,そ の変遷 を通 して明 らか にす

るとい う点 に限定 されてい るよ うに思 われ るのだか,そ

れは恐 らく上記二つの問題点 と関連 し合 った結果なので

あ ろう.

IV

第三部 には,職 訓 カ リキ ュラ ム編 成論 ,公 共 職訓 の 向

上訓練受講者の意識調査等か らみた訓練 内容 の問題 ,企

業内高卒養成訓練の カ リキ ュラ ム編成 の事例 分析,単 位

制(モ ジュー ル)訓 練の事 例研究,「 実学融合 」を め ざ

した カ リキ ュラム編成の実験的研究 ,な どが納 め られ て

いる.い ずれ も職業訓練 力 リキュラムに関 する実際的 研

究であ り,そ れぞれは幾多の興味ある問題 を提起 して い

るが,こ の部全体の統 一的分析視 角や第二部 との關 係 が

分明 でない うらみがある.

(燭台社刊 職訓大生協発 売1986年10月 刊B6判

434頁+索 引 ・文献14頁 定価2 ,400円)
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